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功

D. R.ダニエソレ(D.R. Daniel) によれば，アメリカでは， 1962年から1964年

の聞に， 上位企業100社のうち66社が， 大規模な組織変更の実施を株主に報告

しているという。主要な組織変更を営業報告書に記載しない大企業もあり，彼

のコ Yサノレタ γ トとしての経験から考えると，大企業は 2年に 1回の割合で大

規模な組織変更を実施しているものと推定できるという。このように，頻繁に

組織が変更される理由と Lて，彼は，⑥競争庄カの増大，⑥国際化ブーム，@

依然として，持続している合併，吸収，③技術変化，⑤急成長等をあげ，この

ようなときに求められているのは，正しい組織構造を決定するのに役立つ実践

的アプローチであるとしたのである九

もとより， この196日年代初期には，すでに多様なアププ@μ 一チの経営理論が成

立し亡おり， それぞれの立場由かミらの組織論も展開されていた。H.ク ンツ

(但H.K王G凹O叫z

であり式たこ3)。 しかし，それらのうちで， 実際に組織の形成によく用いられる伝

統的管理論も行動科学も，現実には経営者の失望を招いた4)。経営者は， しば

11 本稿は，本年5月の日本経営学会関西部会における同じ題名の報告を基礎として書き改めたも

のである。
2) D. R. Daniel，“Reorganiz.ing for _ R抽出s，"Harvard Bus前回，R品 iew，Nov./D田 1966.

pp. 96-98 
3) H. Koontz，“The Management Thcory Joungle，" Jourヲaalof Manogemp.吋， Vol. 4. 

No. 3， 19日
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しば凡ゆる状況でいずれか 1つの理論を適用しようとしたが，必らずしも効果

をあげられない場合があったからである九しかし tの占うな失望を招くこ

ととな η たのは，経営者が，通常，理論の構築者が注意深〈設けている諸条件

を忘れて，凡ゆる場合に 1つの理論を適用しよう左する「普遍主義」的立場に

立ったからである。理論の適用可能な状態を明確に認識しておかなければなら

ないのである。

しかし，諸学説は，一定の条件を設定してい墨とはいえ，その説明は不十分

な場合も多しまた各学説の支持者達は，しばしば他のアプローチの貢献を否

定する傾向があるべ ここでも「普遍主義」への傾きがみられる。 しかし，伝

統理論も行動科学も，それぞれ一定の貢献をしており，それぞれ一定の条件下

では有効である。それゆえ，種々の状況下で実際に有効な組織変更をなしうる

ための実践的7プロ チが求められているとき，必要とされたのは，それぞれ

の理論をそれぞれの状況で適用可能とする総合的な理論的枠組であった。/

そのためには，指摘されてはいても必ずしも十分でない各アプローチの適用

可能な状況の特質を明確にし，それらを統一的に示すことであった。このよう

な要請が強くなってくるなかで，状況を一定の変数によって明確に示し，それと

の関係で効率的組縁を明らかにしようとする研究が現われ， 1960年代前後から

一つの潮流を形成しはじめた。ローレ Yス&ロッ、ンュ (P.R. Lawrence and J. W. 

Lorsch)は， 1967年にこのような研究にヨソティシクェ Y-Vー・セオリー (Con-

tingency Theory) e-_いう名称を与えたのである7)。

このような考え方に立つものとしては，トリスト&ノミンフォー λ(E.L. Trist 

and K. W. Bamforth)辛 A.K ライス (A.K. R;ce)等のタピストック研究所の

研究者グループ， Jウッドワード(}.Woodward); W. R ディノレ (W.R. D;]])， 

C.ベロー (c.Perrow)，ローレ Yス&ロ0/シユ，R.B 夕、ンカン(R.B. Duncan)， 

的 F. Lutl祖国，“ TheContir沼田cyTheory of Management，" B:削 ness，Horizon. Vo1. 16. 
No. 3， June 1973， p_ 70 

5) D. R. Daniel， op. cit.， p. 98 
6) Ibid.， p. 98 
7) P. R. Lawr回目 and]. W. Lorsch. Orgaπlzation由 ldEnV1ronment. 1967 
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J. J モ一月 σJ.Morse) ，野中部次郎氏等々があり，それぞれ実態調査に基づ

く研究を展開している民 さらに，組織論以外にも，リーダーシ γ フ:賃金、ン

R テム等に関してのコンティ Yリピ yy-・セオリーがみられる9)。 そして，

との上うな理論については，わが国でも最近注目をあつめ，研究がされつつあ

る10)。

そして， コンティンジヱンシー・セオリーに対する評価としては， 'Fノレーサ

γス (F.Luthans)は r経蛍理論のジャングノレ」をぬけでて，システム諭の立

場に立って諸学派の統合を達成する有力な方法であるとしており10，カ月ト&

ローゼンツワイク (F.E. Kast and J. E. Rosenzweig)は， ゼネラノレ・システム

の抽象度を現実的適用のために少し低くした， より具体化したものとしてコ γ

ティンジェ Yシ ・セオリーを把え， その必要性と有効性を評価している12L

8) E. L. Trist and K. W. Bamforth，“Some Social and Psychological Celnsci}u即日， 01 
the Longwall l¥II.ethod of Coal-Geuing;" H1問nanRelati乙n，Vol. 4， 1951， Reprinted m T 
Burns (ed.，) 1:ηdust:門a.lMan， 1969; A. K. Rice， The Eoηterprise and Its E:πV7:rOnrnent. 
1963; J. Woodward， ln拍<s"官 lOrgaπ出 aUon，1965，矢島均次中村寿雄訳「新しい企業組
織」昭和45年;W. R. Dill.“Environment as an Influence on Manag印 alAutonomy，" 
Ad，市初出ばrativeScience Qua吋erly，Vol. 2， No. 4， March 1958; C. Perraw， Org，山 nza-
tional Ana1ysis， 1970，岡田誠司訳「組織の社会学」昭和49年;R. B. Duncan， ，" Characteris 
tics of urganiZational Environments and Perceived EnvIronmental Uncertainty， Ad. 
m帥師団tiveScience Quarterly， Vol. 17. No. 3. S印 t.1972; 1. J. Morse and ].-W 
Lorsch， .. l:3eyond Theory Y，" Harvard Business Review， MaY/June 1970;野中郁抗郎
「組織と市場」昭和49年目

9) F. E. Fiedler. A Theory Qf Leaゐrohψ 旦tTecta帥 ess，1967，山田雄監訳「新しい管理
者像の探究」昭和4;年;T. Lupton (00.)， p，町 mentSys白恨む 1972，paIt 4， Contingency 

τ五回'Y

10) 野中郁次郎，前掲書，降旗武彦「経営管理過程論の新展開J昭和45年，同，環境状況と組織化
適応(1)，(')， f経済論叢1第113巻第4.5号，、第6号，昭和49生 4.5月， 6月，北野刺信，組織の

条件理論.f組織科学J第 8巻第 1号，昭和4C年4月， 寸木佳昭，コンテインジェンジ セオ

リーの検討， f現代経古学の課題j(中村常次郎先生還麿記念論集)昭和4'年，占部都美『現代雄

官組織論]昭和40年，奥村昭博，組J揃と環境， f三田商学研ru第四巻第1号，昭和18午，小松

陽一，資料，ェソジニアりング企業におけるプログェクト型組織の実態， f組織科学j第8巻第

l号，相和49年4月;~置弘一郎，組織デザイン論序説〈大阪大学大学院修士論文〉昭和4s年，

岸田民樹，環境一.技術と組織構造「経済論叢」第113巻第4.5号， 昭和49年ト 5月，同，意思決
定様式・情報処理システムと組織論造， f経済論議」第113巻第6号，回和49年6月，井尻昭夫，

分化と統合. f神戸学混大学論集」第10巷第2号，昭和48年11月，

11) F. Luthans，噌 cit.，-p.69 

12) F. R Kast and J E. RoseI即時昭，“G四e回 1Systems Th田 ry:Application for urgan 

ization and Management，" A皿 demyof A1anagement Journal， Vol. 20 No. 1， De巳 1972.
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しかし，他方で，批判もあり，また問題点もうLなくない。

そこで，本稿においては，コンティンジ~;/シ ・セオリ について，組織

に関するものに限定して取り上げ，その主張と問題点について考察することに

する。

11 組織のコンティンジ zンシー・セオリー

組織は状況に適合しなければならないというコ Y ティンジェ γ トな考え万自

体について云えば，それは単に当然り事を述べているにすぎない。状況の認識

なしに議論を展開しても，具体的適用においてはその有効性は限られたものに

なるはずだからである。したがつて'従来の経営理論においても，論者は 定

の条件下に("コ γ デイシ豆ナ

Lているのがむしろ普通である。かなり高い抽象度の上にたって，一般論を展

開する場合でなければ，いわゆる「普遍主義的立場」を左らないのがむしろ当

然であろう。

例えば，テイラー (F.Taylor)は， 事業の違いによる組織の差異，作業のノレ

ーティ Y性の違いι直間比率の違いについて述べているし， フヱイヨノレ (H

Fayol)は，権限の集中度， コミュニケーション手段〔口頭か文書か〉について，

組織の規模を中心としτ種々の条件によって異なるべき事を指摘しているヘ

サイモン (H.Simon)や7ーウイヅク(L.F. U主wick)にコ γテインクェ γ トな

考え方の見られることは， すでに北野利信民が指摘されているところである14)。

さらに，モ ス&ロザシユにより，凡ゆる状況に普遍的に適用してはならな

いとされた参加的組織， Y理論の主張者であるマグレガー CD.McGregor) も，

その著で， 権限による管理か参加的な管理かは， 環境条件によって決まる従

13) F. Taylor， Shop Managem四 t，1911， Reprintecl in &四ti.ficM出 agementCWith a 

Foreword by H. S. 'P百苫on)，1964， pp. 91-92， 122; H ファヨ ル(佐々 木恒夫訳)r産業な
らびに一世の管理」昭和47:年 62-63，73-74ベージ.

14) 同氏，前掲論丸 14-15ベージ.
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マグνガーの環境とX，Y理論の関係
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依存度は政治的，経済的，社会的環境条件によってきまる主される。 D.McGregoI， 
nρ 口t.，Fig， 1訳書:， 29へージ，図 1.

業員 経営者間の依存関係に規定されることを第1図を示して説明している。

この図と彼の本文での説明からみて，今日のアメリカの従業員の依存度に関す

X型が，

* 

b点に)ILる彼の判断に従っても，なお，図での aの点に近い処では，

い処ではY型が有効であることを認めうる理論的枠組となっている。 これは明

これ以上このようここでは，確なコンティンジヱント・アプローチである15)。

レスリスハーガ」

当然にもコ Yティ、 γジ ~Y ト(F. J. Roethlisberger) も含めて，

な考え方をiIJ提にして議論を展開していることを指摘すれば足りるであろう。

(R. Likert)， 

主要な論者は，

リヅカートなリストを示すことはじないが，

したがって，凡ゆる状況に適用できる唯一日最善の組織はない，

適合しなければならないというコ Yティンジ ~Y シーーヒオリーの第 1 の塞本

組織は状況に

なお不十分である ζ とを指摘し

たうえで，各状況特質を記述する明確な尺度を用意した点で意義は大きいが，

コ γティ yジ ~Y トであるべきだとする主張肖体ほ理論九特に新し< ，意義

従来の理論における状況の規定が，的主張は，

この基本主張は，主に実際に理論をのあるものというわけではない。むしろ，

適用して組織の改変を行なう経営者にむけられたものと考えられる。すなわち

15) D. McGr唱or，The Ht師日η Sideof E.ηM中市-e， 1960， ch. 1，高橋達男訳「企業。人間的
側画」昭和47年，第 1章.
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ハウワー&ロッ γ ュ (R.M. Hower and J.' W. Lorsch) は，マグレガ一等の「理

論や成果には，最初明確に，あるいは暗黙に，いろいろな条件が設定されてい

るのであるが，管理者の方は，こうした条件を無視して，一般化しようとする

傾向がある」と述べており，モース&ログジ1 も，マグレガーのY理論を多く

の経営者は唯一の正しい方法と思司ていると述べているのである却(傍点は筆者λ

組織のコ Yティンジ z ンシー・セオリーの意義は，実態調査をふまえて，明

確に一定の変数を選んで，それによって状況を規定し，その各状況と組織の適

合関係に関する仮説を提出しえたことにある。具体的にいえば，その際，状況を

規定する変数として，環境の不確実性や技術のルーティン性(あるいは複雑性)

を一貫して採用することによって，③実践的には，不確実性の増大しているよ

の時期において，組織化のための実践的アプローチを求める経営者の要請にこ

たえたことであり，理論的には，⑥オーフ'"yνAテムの立場にたつこととな

った点，⑤さらに，上のような変数の一貫した採用によって，伝統理論も行動
/ 

科学もともに下位理論として含みうる，組織に関する一般的枠組を示しえたこ

とにあると考えられる問。

これら，技術や環境安因は，人間関係論においては取りあげられることは不

十分であった。そのため，例えば，産業によってλ トライキ性向田違う理由t

説明できなかった問。そ乙で， L. Rーセイノレズ (L.R. 5yle，)は 4つの産業に

ついて，技術の相異から労働者の集団の特性，行動，社会関係，スト性向の違

いを説明した団。また，ラプト γ (T.Lupton) は， 不安定で過当競争の行なわ

16) R M. Hυwer and J. W. Lo同じh，“OrgauizationalInput，" in J. A. Seiler. Systnus 

Analysis in Or宮'antzat回 nalBeha日 'or. 1967，小林聖訳「組織と人間行動J昭和44年，第7

章;J. J. Mo:rse and J. W. Lorsch. o.ρ cit.， p. 61 
17) 伝統理論は不確実性が低いという特定状況で有効であり，行動科学的組織理論は不確実性の高

い特定状況で有効になるとし，技荷あるいはそれを含む環境によって，上の特定状況を統的に
明握した.それによって，コンティソジェンシー セオ 7ーは，上のそれぞれを特定状況下にの
み有効である「特殊理論J (下位理論〉として古む一般的な理論的枠組を示したものと考えられ
るロこの意味では，占部都美氏の「コ νテインタ-""yジー・セオリ←は特殊理論である」との見
解には疑問があると考えるa 占部都美与前掲書， 202'-20Eベージ。

18) C. Kerr ana A. J. Siegel，“The Inter.lndustry P四 P四 sityto Strike，" in A. K町孟lhauser

et al. (eds.)， In血strialConfiict， 1954，即 182-212
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れている企業では，余裕がないために労働者は生産制限をしなかったことを明

らかにして，環境要因を導入した円

組織理論においても，技術や環境が激変するなかにあって，有効な組織を形

b比する白に有益な実践的アプローチを提供するには，クローズドな考え方には

とどまりえず，技術を含む環境との相互作用の中で組織をとらえるオープン-

Vλテムの立場をとらえざるをえない。 そして， 組織りコ Yティ yジ~/'シ

一・セオり は，これらの一定の要因と組織の適合を問題とするが，それらの

うちのいかなる変数を重視するかヒよって，一応，次の 4つのタイプに分けて

お〈ことがで雪る。 それは， ①技術，②環境(と〈にその不確実性L ③組織の

規模，④その他の要因〔文化や労働組合のタイプの違レなど)， と組織との適合を

それぞれ問題にするものの 4つである。次に， これらのうも，すでに一定のま

とまりのある議論が展開されており，しかも，組織変更のための実践的アプロ

ーチとしてとくに影響力の大きい①と②のタイプについて簡単にみて，その後

の議論の展開の準備とする21L

(1) 技術と組織の適合関係を問題とするもの。組織はイ y プットをアウトプ

ットに転換するときに技術を使用する。との転換プロセスを最も効率的に行な

うには組織は技術に適合しなければならないと考える。このグループには，内

部で若干の差異はあるが， トリスト&ハンフォース， A.Kライス等のタピス

トックの研究者達， ウ少ドワ-F'，ベロー， J. D トンプソン(J.D.Th田npson)

等々がある22>。 乙こでは，代表的なものとし亡，ウッドワードとベローのもの

をみておこう。

19) L R. Syl田 ，Behaviour of lndustrial Wo:rk Groups， 1958 

20) T. Lupton， On the Sho.ρFlooγ" 1963. 

21) なお，組織規模を重視Lた議論の内容等につレては， 日置弘一郎，前掲論文を毒照ーまた.文
化や労働組合を取りあげているものとしては，例えば，それぞれ次を参照。A.Ruedi and P. 

K Law:r四ce，.. Organizations in Two Culture泡，"in Lo:rsch and Lawrence (OOs.)， Studies 
in Organizational Design， 1970; A. L. Stinchcombe，“Bureaucratic and Craft Adminis 

tration of Production，" Administrative Science Qua吋erl)..VoL 4， Sept. 1959 
22) 脚注 8を参照o J. D. Thompson，。増田nzatwn間 Action，1967 
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ウッドワードは， 1953年から57年にかけて， サウス・エセッグスの203社を

調査した。そして，第 1表に示されるように，技術をその複雑性によって 3

つに大別し，それぞれの技術を採用している企業における組織り特徴を明らか

にした(表は簡単化してまとめたもの〕。そして，状況の要請く，SituationalDernand) 

に応ずる組織は，成功の機会が多いとしたりである。

ζのウヅドヲー lの技術スケ ノレでは，表の(3)にまとめた組織の諾特徴は，

R ケ ルの両端で類似のものとなっている。ベロ は，この点に同意できず，

技術スケーノしを大量生産のところで折り返して，ノレーティ Y性の高いものから

低いものへと編成しなおした問。 その上で，ノレーティ Y 性を構成するものとし

て，⑨分析の難易，⑥例外の多寡，の 2変数を取りだして，その組み合せから

技術の 4類型を考え，これらと組織の関係を示したのである。へイジ&ェイキ

第 1表 ウッドワ ドによる技術と組織D適合関係

¥7¥」工14Vチ 大お量バよ生ッびチ 装置生産
組 ユエおッよト生産 大産

ω管理階層の数 中 大

労務費比率 大 中 4、
間接労働者 1人当り直接労働者数 大 中

監督者中の大卒者の比率 中 大

チーフ・エクゼクティプ管理範囲 中 大

(2) 管理者・監督者 1人当りの従業員数 小 中 大

(3) 第一線監督者の管理範開 大

組織り柔軟性 柔軟 硬直 柔軟

コミ L ニケーショ γの手段 口頭 文書 口M貝

管理職の専門化 低 高 低

生産管理(計画〕と現業自分離 低 高 低

J. Woodwaτ'd， Management and Technology， H. M. S. 0.， 1958， Reprinted in T. B町田ぜ

(00.)， 0ρ 日 't.，10; ditto， op. cit..より編成。

23) C. Perrow. "A. Framework for Comparative Analysis of Organi阻む日18，"AUlericcl"tt 

Sociological Revu叩.Vol. 32.1967， pp.194-197; L. M. Mohr，“Organi坦 tionalT配 hnology

and Organizational Structure." Administrat叩 eScience Quarterly， Vol. 18， Sept. 1971， 

pp. 445-446 
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Y は，ベローの仮説を操作的な概念にし，ルーティ y 性と組織に関するベロー

の仮説を検証した (16の保健所について， 1967年調査〉。 こよでは，彼らによるベ

ロ 仮説の要約と検証結果を示しておこう〈第Z表〉。

(2) 上でみたのは，技術と組織の適合関係である。しかし，企業は環境と相

互作用の関係にあり，しかも技術以外の環境諸要素の変動も激しくなっている

ときには，それとの適合性も重要である。企業はその選択した環境に適応する

必要があり，その中で技術をも選択し，それらに適合する組織を形成しなけれ

ばならない。コンティンジヱ Y-Yー・セオリーの第 2のタイプは環境との適合

第 2表ベ ロ り仮説とへイジ&~イキンの検証結果

77と工|ルーテペノンノレーナイ山山イ イ検証持事

(泊中央集権化の程度

仕事における自由裁量 jJl; 古j同

組J織り下層の不在限 僅 高 opく 001

(2) 公式化・プログラム化D程度

職務白コ ド化 高 {岳

ルールの遵守度 高 低

マニ孟アルの存在 高 {且 O く 05

職務記述書の存在 高 低 D <.05 

職務記述書の詳細古 高 低 。 く 01

(3) 旦タヅフと監督者の周D相主
高作用

(4)本専門的スタッフ

専門的制限車をうけた者U 数 f匡 高 C く 05

専門的活動白量 低 高

専門的グループの多様性 低 高
(5)本目 標

効率の強調 強 ~. O く 10

数量の強調 強 弱

* ベローは直接いっていないが，へイジ&エイキンにより論理的にベロー田恒説に含まれ
ると判断されたもの。

*キ Oは支持されたもの。
J. Hage and M. Aikin，“Routine T配:hnology，Social Structur.e， and Organization 

Goals，" Administrative Science Quarterly， Vol. 14， No. 3， Sept. 1969. 
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性を問題とするもりであった。 これを中心的に扱った論者は，バーンズ&月

トーカ (T. Barns and G. M. Stalker)， P ーレ戸ス&ロヅシι， ダ γ ヵγ，

モース等由主ある叫。

ノ'::-/， 7;&ストーカーは，比較的安定的な産業から技術変化が激しく市場

の不確実性も高い電子工業に進出した企業の組織を検討した。その結果，不確

実性にうま〈対応しえている組織では，統制が低<.有機的組織と名づけうる

特徴を備えており，逆に対応に失敗している組織では，旧来の安定的産業で効

果的であった強い統制の，機械駒組織と名づけうる特徴がみられたという。こ

れら 2つのタイプり組織の諸特徴は重要であるから， ローレYス&ロッシュ

による要約によって示しておこう(第 3表〉。

ローレγス&ロッジユは，組織にとっての部分環境についても注目して，

環境の不確実性認知が高いと，高分化と複雑な統合手段の採用があり，組織構

第3表有機的組織と機械的組織
/ 

有機的組織 機械的組織

管理範囲 広い 狭い

組織階層の数 少い 多い

生産者に対する管理者の比 高い f丘い

従業員四統制可能時間 長い 短い

意志決定の集中度 低い 高い

他都門との相互作用 高い 低い

公式規則の量 少い 多い

職務目標の詳細さ 低い 高い

要求活動の詳細さ イ丘い 高い

コミュニケ-":/ a. :，/ Q:j内容 助言・情報 教示・決定

補償の割合 狭い 広い

技能水準の割合 狭い 広い

知識に基づ〈権威 高い 高い

職位に基づく権威 fl&い 高い

K M. Hower and J. W. Lo四ch，ot. cit.， p. 168. 

24) T. Burns and G. M. Stalker. The Maπagement of Inn皿 'ation，1961;他は脚注 8を書

用叩
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造は有機的となることを示し，そのような関係が成立している場合には効率が

高くなることを明らかにした回。 ダンカ γは， ローレンス&ロッ γ ュにおけ

る不確実性を，より体系的かつ精密に示した。まず，内部環境と外部環境に分

け，それぞれの環境田構成要素として，内部環境には①人的，②組織の職能的

(これには技術も吉む)，①組織の階層， の各要素をあげ，外部環境には，④顧

客関係，⑤原材料関係，⑥競争企業，⑦社会的・政治的要素，⑤技術的要素を

あげた。そして，環境を，単純・複雑，静的・勧的の 2つの軸で， 4つの象限

に区分し，これら 4類型を明確に示したのである26)0

そース&ロッ γh あるいはモ スは，環境・組織の適合問題からさらに

個人のモティベ-V;;:Yを問題とする。彼らは，確実性の高い課業環境下にあ

る製造業と不確定的な課業環境下の研究所を比較しつつ取りあげ，効率の高い

組織では，①公式組織は上でみた形で各々の環境に適合していること，①さら

に各組織のメンパーによる組織構造の認知も適合lしている乙とを確認する。次

にモティベー γ ョY を課業の達成惑ではかり，管理職と専門職について調べて，

達成感は環境と組織が適合しているところで高し適合していないところで低

いことを明らかにした。このことから，彼らは，環境と組織の適合は個人モテ

ィベーションをも高めるとしたのである。か〈て，大量生産産業のような確定

的環境下では，機械的組織が適合し，かっそのような適合関係はそティベ シ

三 Y も高めると結論したのである問。

以上で，非常に簡単にではあるが 2つの主要なタイプり組織りコンナィ y

ジヱンシー・セオリーの内容をみてきた。次節においては， ζの理論の検討を

行なうことにする。

25) P. R. Lawrence and J. W. Lorsch. op. cit 
26) R. B. Duncan， op. cit:.， pp. 315-326 

27) J.]. Morse and J脅，W.Lorsch， 0.ρ cit; J. J.-Morse.“Organizationa:l Chaτ'actenstIcs 
Bnd lndividual Motivation，" in Lo国主&Lawr田 ce (eds，)， Studies in Organizatio叩 t

Design， 1970. 
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III 組織のコンティンジェンシー・セオリーの検討

よtみたように~:/テ 4γジヱンシー・セオリーは，環境や技術を取り入

れているという意味でオープン・システム論となっており，この点では人間関

係論の限界を克服しているといえる。しかし，各論者に共通している点である

が，大量生産産業のような安定的課業環境では機械的組織の方が適合している

という結論は，現実的であろうか。これらの産業では，欠勤率や退職率の高さ

〈スウェーデシのボノレボ自動車工場では1969年退職率は52%.70年には30%になっている

という〕に表現される労働者の意欲の低下に苦慮して職務拡大・充実や役割内容

の豊富化等が試みられている制。 これは組織の機械的性格を多少ともゆるめる

ものであるとすれば，このような二とは組織の効率を低下させるものであると，

よのようなコンティンジ~:/シー・セオリーは結論せざるをえない。これは問

題ではないか。

モースは，この点で 1つの解答を示そうとしている。すなわち，環境と組J践

の適合はモティベージョンを高めること，したがって，大量生産のような安定

的課業環境下では，それに適合した機械的組織り方がモティベーションを高め

るということを実態調査から明らかにしたのである。しかし，モースは，管理

者・専門職については述べているが，一般従業員については調査結果を述べて

いない問。 それゆえ，モースの結果から直ちに，一般従業員についても環境・

組織の適合がそティベージョ Yを高めるかどうかは結論できないのである。

しかし，すでにみたように，大量生産産業では機械的組織の方が有効である

というのは，いくつかの実態調査から得られた結論である。それにもかかわら

ず，環境・組織の適合の確保を主張することは，組織設計という観点からみて

28) 石川|博友，組立ラインを放棄したポルポ， I近代経営」昭和48年 3月。 ζのような方向での成
主会例Jの報告は多いが，例えば，止を参問。 R.N. Ford，“Job Enrichm担 tL自由nsfrom AT  

&T，" Ha町 aγd Business RιM叫 Jan./Feb.1973 j S. Cotgrove et al" The Nylon 

Spiru:r:.>. 1971 長町三生「職諦定実の設計」昭和48年 .

29) ]. J恥1orse.op. cit 
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も，少なくとも現在では現実には問題があるといわざるをえないのは何故であ

ろうか。乙の点に関しては，組織のコ Y テ 4γジェンνー・セオリーのもつ問

題点をいくつか指摘しうるであろうが，ここでは，@環境の把え方，⑥組織内

の各クコレープの取り扱い方，@実証研究の方法，について問題点を考えていく

ことにする。

(a) 環境の杷え方。 ローレY ス&ロッケュの環境概念については，ホーノレ

(R. H. HaIl)も問題点を指摘している円第 1点は，環境と組織の区別が不明

確なことであるが， これはR.B ダγ カンによる内部環境， 外部環境の区分

とその構成要素の明示によってかなり明確化されている。第2点は， ローレン

ス&ログシュの取りあげている環境要素が少ないという点にあり，例えば，

組織のもともとの遣い， これまでの歴史，同一産業内での差異が無視されてい

るという。筆者はこれとの関係で，消費者や地域住民，労働者等々の要求水準

(労働者の場合とくに参加要求など〕が十分に考慮されていない ζ とを問題とした

し、。

確かに， ローレンス&ロッシュ， とくにダンカンの環境要素はかなり広u、。

しかし，それにもかかわらず，環境がナ分考慮され工し、ない印象をうけ，そう

した批判もされる。何故であろうか。その 1つの理由は，コンティ γ ジヱ γ シ

ー・セ才リーは，多〈の環境要素を取りあげても，それを不確実性の問題に転

換して考察していることにあると考えられる。乙の理論がこのような環境把握

をするのは， 1960年前後から60年代巾頃までの時期に組織改変にあたって，経

営者にとくに重要と考えられたのは環境の激変に如何に対処するかという問題

であり，これに有効な実践的アプロ←チを用意し土うとしたことによると考え

られる。したがって，労働組合や消費者は取りあげられでも，それが課業の不

確実性を高めるかどうかに焦点をあてて処理された。消費者や労働者の要求内

容そのものは取りあげられなかったわけである。

30) R. H. Hall，“Dook Review to O.ηganizatwn and Environrnent by Lawren.ce and 

Lo晶ch."Adj酬明istrativeScience Qz，岨吋erly，Vol. 13， No. 1， June 1968 
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しかし， このように環境を単に不確実性の観点からのみ取りあげるのでは，

少なくとも消費者運動が盛んとなり，労働者の参加要求が強くなっ ζいるとき

には，組織設計の観点からみても不十分ではなかろうか。これらを単に不確実

性のみから扱うのではなく，彼らの要求自体をも反映した組織の設計が必要と

なるであろう3130 もちろん，労働組合，消費者，地域住民等り要求水準の高ま

りは，課業環境の不確実性を高めるものとして処理しうる部分もある。しかし，

これらの要求水準自体への組織の適応も組織の生存のためには避けられないで

あろう。不確実性のみで処理しきれない問題も残るのである n かくて.コンテ

ィンジヱンγ ー・セオり は，技術を含めて環境を導入しており，このような

意味でオープγ ・システムに立っており， ょの点では意義は大きい。しかしな

がら，なお環境の把土方に不十分さが残っているといわざるをえなL、。

(b) 組織内の各種グループ。 J.チャイノレド(1.Child)は， コユ〆ティンジェ

ンシー セオリーが，組織設計を含めて組織政策の決定における政治的要因を

十分強調していないと批判する町。 また， ア シリス (C.Argiris)は， J. D. 

トンプソンとベローの理論が，組織内の各種の個人やグループの影響を十分考

慮していないと批判している制。確かに， ローレンス&ロヅシ z は， グノレー

プ聞のコ y フリクトを重視しており，その解決手段としては，円滑化，上位の

権限行使，徹底的議論をあげ，最後の解決法がすぐれていることを明らかにし

ている。しかし，それは，組織内田機能単位問のコンY リクトであり，組織設

計の決定士行なう層と一般従業員く彼らは外部。労働組合と一体化する ζ ともしばし

ばである)とり聞の問題ではない。

31) マグレガーの理論はそういった従業員の要求のνベルの違いによる組織の違いを述べているL"
スティ γチコームは，弾働組合目タイプと要求P違いιよる組織り差異を明らかにしている.き
らに，消費者の要求ピ対応した組織についての先駆的研究として，なお不十分ではあるが有益な
ものとしてアンドリューズのものがあるーそれぞす叶吹を彦照 D. McGregor. 'ot. cit.; St田cch

combe.噌 cit.;K. R. Andrews，“Can the Best Corporations be Made Moral?" Havard 
Busmess， R四翫悶，MayJJu回 1973

32) J Child， "Organization: A Choice for Man，" in ]. Child (ed.)， Ma:n and Organiza 
tion， 1973， p. 242 

33) C. Argyris， The A.虫plicabui!yoj、O噌 -anizatωnalSociology， 19担 I pp，' 33-34， 44-45 
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事実， 戸ーレンス&ロッシュにおける効率性の尺度は，①利益，②販売額，

@新製品開発度，④経営者の自己評価なのである叫 このような意味での効率

性は，経営者は重視するかも知れないが，一般従業員は他の尺度，例えば賃金

等の経済的報酬，仕事の内容，労働者聞の関係の方を重視するかも知れない。

これらの点を考慮しておくのでなければ，大量生産産業では機械的組織が適合

的だと簡単に主張するわけにはいかない。しかも，これらの批判は，実はかつ

て人間関係論が労働組合を無視し，協調の側面を強調して対立の側面を無視し

たと批判されたこと釦と同種のものなのである。 コγティンジ:<;:/'，/ー・セオ

リーは，確かに人間関係論の他の弱点、を克服はしている。 Lかし， グノレープ問

の差異にもとづく対立の側面についての考察が十分でないという点で，人間関

係論と共通の弱点をなお残しているといわねばならない。

しかし，この点では，技術と社会V ステムとの関係をはやくから研究したト

リスト &λyフォース以下のタヒストグクの研究者達は多少異なっている。

彼らは一定の技術の下における社会システムの選択可能性を明らかにしており，

他のグループのあり方による組成選択の余地を許容しえ℃いる。さらに，乙れ

を反映して，効率性尺度としては，管理コ λ トや生産性のほかにも，欠勤率も

使われていたL，ιの意味で効率を達成するには責任ある自律集団の形成によ

り労働者へ経蛍者の権限の 1部主移転すべきことを考えていた問。 その後のコ

ンティ γ ジ，'"シ ーヒオリーは，このような点をもっと重視すべきであると

考えられる。

(c) 上でみてきたっ yティ Y ジヱ γv ・セオリーは，安定的環境にある大

量生産産業に属する企業が，組織の柔軟化をはかったり，従業員の経営参加を

すすめつつあれば，それは非効率化の方向へ進んでいると判断することになる。

34) P. R. Lawrence and J. W. Lorsch，op. cit.. pp. 39-41 
35) R. K. Brown，“HUIIl3n Relations and Work Groups，" In S. R. Perker et aι(00，.)， 

The Socwlogy of Indnstry， 1967，寿里茂訳「産業社会学序説」昭和48年，第8章，を事照。
36) -E. L. Tru5t田 dK. W. BamIorth， op， ci(!.; M. Bucklow.“A N eW • Role for the W ork 

Group，" A訪問listrativeS，ヒienceQuaγ"terly，Vo1. 11. June 1966 
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ζれは，現在の環境，労働者の要求内容を考えるならば，いささか問題のある

判断とは去えないだろうか。このような判断がでてくる理由としιて，環境の把

え方，利害対立グノレ プの存在について考えてきた。

しかし，実態調査によれば，効率を基準として使用したとき，成功している

企業では上でみた上うな環境，技術と組織の適合関係が存在Lていることは明

らかにきれている。しかし，このと Eから組織の効率をあげるには，上のよう

な形の適合性が唯一の方法であると考える理由はないの現在，多数の企業で成

功している方法は将来においても成功を約束するものであろうか。数的には稀

れで，例外的であっても理論的に理解可能であり，かつ成功している企業の新

しい組織方法は，単純な実態調査のみでは，正当に評価しえないのではなかろ

うか。安定的環境下にあって，組織の柔軟化により，参加的組織により成功し

ているケースが，数の上で機械的組織よりも圧倒的に少なければ，それを無視

してしまうような調査方法を従来のコ γティンジ z ンシー・セオリーでは採用

していることにならないであろうか。

コY ティンシ z γシー・セオリーは，実態調査によって環境と組織の適合関

係を示しており，これは極めて重要なことである。しかし，それはまた現在，

比較的多く成功しているケースを余りに重視しすぎるという危険性にもつなが

っていると考えられる。チャイノレドは「我々は，コンティンシェンシー・セオ

リーを不当にも保守的であるとして却けるにあたり，それが組織の現在の形で

の現状維持をはかろうとするイデオロギ 的戦力として利用される可能性を思

いおこすのである」聞という批判を加えている。 環境と組織との適合性を明ら

かにするために，現在多〈の組織が如何なる場合に成功しているかを調べると

いうコンティ γジzγシ ・セオリーの研究方法は，確かに有効でもあり，必

37) J. Child， op. cit.， p. 248 占部都美，前掲書164-165ベージ事照.ただし，占部氏の場合，コ
ソテインクェソジ セオリ は，新しい組織改善や組織開発の野力をむだとみなすものである
とまで述ベておられるが，むしろこれまで白この理論白調査方法甲不十分さにより，新しい組織
改善，開発の正当な評価が困難であったζ とに問題があり，その調査研究の方法D邑善が望まれ
ているのである@
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要性も大きいが，しかし，その方法では明らかにされないものもある ιとを十

分に認識しておかねばな bないりである。乙の方法では，新しい組織構造の試

みを把握し，十分に正しく書判閉することには困難が伴うのである。

但) その他，技術を主たる変数として取りあげた論者に対しては，技術は組

織を規定する要因とじて決定的であるかどうかについて疑問が提起きれている。

技術と構造の関係については，支持する論者も多いが，また無関係であることを

示す研究主少な〈はない。ヘイジ&ェイキ Y は，前節でみたように(第2表)，

基本的にはベロー仮説を支持しているが，それでも技術のルーティ γ性と技術

スタヅフ・監督者間相互作用との関係は支持されていない。巳クソンら (D.J. 

Hickson et al.)は， 31社の英国の製造会社について，仕事の自動化の程度と機

械的・有機的組織の特徴との聞に有意な相関関係は認められないと Lている制。

かくて， モー(L.B. Mohr)やカンドワラ (P.N. Kandw'illa)は， 限られた範

囲でしか技術の影響を認めない鈎弘

しかし，この点について云えば，所与の技術の下でも，利害集団やその他の

社会的要因の差異によって，組織には一定の選択可能な範囲のあることを考え

るならば，一定の技術が選ばれると，その下では組織構造の選択はある程度の

範囲に制限されざるをえないことを， ョγ ティ Y ジヱンシー・セオリーが明ら

かにしている点に意味があるとみるべき℃ある。モーも ιの点ではi 彼自身の

調査により両変数聞に弱し、ながらも相関関係の認められることを確認している

の己ある。しかし，当然のことであるが，ここでの議論は，技術が選択された

後の問題を扱っているのであって，技術それ自体の選択については述べていな

い。これは次項で取り上げられるべき問題であるu

また， 技術については， 最も基本的なと主であるが， 何がとりあげられ.

何が測定さるべきかについても必らずしも合意が成立Lているわけではない。

38) D. J. Hìckson，~D. S. Pugh田 dD. C. Pheysey， .. uperations T田 hnologyand Org田沼剖.tlon

St"陀 ture，"Adj恨 inistrat町'eScience Qu.arterly， Vo1. 14， 1969 
39) L. B. Mohr， op. cit.; P. M. Kandwalla， .. Mass uutput Orientation of Qp釘 'atio田 Tecbロザ

logy and Organizational Structure，" Administrative sc前回Q1叫吋<r.か， Vol. 19， 1974 
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J. D トンプソンは， 相互依存関係に注目 Lて技術を区分するし，ウッドワ

ドは複雑性を問題としている。ベローは，ノレーナイン性を選んで，ウッドワー

ドの技術尺度を中央で折り返したものを考えており， リトワク (E.Litwak) は，

課業白均一性をとっている40)0 これらり点についても検討すべき問題は多いが，

ここでは，技術尺度に関しては必ずしも合意はな<.そ白意、味で，技術と組織

構造の適合性といっても，各論者の結果をかなり慎重に読む必要のあるこニとを

指摘するにとどめる。

以上は，コンティンジヱ y..yー・セオリーが主と Lて明らかにしようとした

環境・技術と組織の適合関係に直接かかわる問題点である。しかし， これ以外

にも， コンティンジェ Yシー・セオリーが当面言及しなかった問題についての

批判もされている。次にそれらをみてい〈こととする。

(e) 環境選択，技術選択の可能性について。組織は環境を選択しうるし，技

術も選択しうる。少なくとも大企業は，環境の不確実性をある程度下げること

ができる。それにもかかわらず，コ Y ティンジヱンシー・セオリーはこの点を

重視していないとの批判がある41h とくに技神fについては，技術が組織を決め

るのではなく，組織が技術を決めるのであるとされる曲。 この指摘は，組織は

ある程度環境，技術を選択しうるという点では正しい。しかし， この主張は，

コンティンジヱンγー・セオリーへり批判としては不当である。何故ならば，

コンティ γ ジヱン γー・セオリーの当面の所究の主眼は，環境; J:主{!I¥'iが選択さ

れた下での，それらの違いによって，組織構造はいかなるものが有効であるか

を明らかにしようとした点にあると考えられるからである。環境，技術選択は

当面の分析対象ではなか勺ただけなのである。事実. J. D トγ プソ Y は，環

境選択の問題を述べているし叫， ベローも，ノンノレーティ Y性の高まりに対し

40) E. Litwak，“Models of Bureaucracy which P町 mit-Conflict，" American Journal of 

SociolOl!Y， Vol. 67， 1961 

41) ]. Child，。ρ cit..p. 242 

42) 占部部美，前掲書. 110へジ。

43) ]. D. Thompson， ot. cit.， p. 30 
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て，組織にはこれを減じようとオる動きのあることを述べている4九 また，コ

Y ティンジヱ Y シー セオリ ほ，環境選択，技術選択を排除する論理構造に

なっているわけではない。それは，環境選択論，誌術選択論と補完関係に立っ

て，位置づけられればよいのである。

(!) 組織変化のプロセスについて。環境が異なると組織は具なるとコンテ f

yジ:r:.y-yー・セオリーはいうが，環境が変わると組織はいきなり変わるわけ

ではない。組織における環境変化の認知，それへの適応過程でのコンフリクト，

そして新じい組織の形成，これらは重要問題であるにも刀ミかわらず， ζのよう

な組織変化のプロセスがないというのである冊。 したがってまた，静態論であ

るという。L-かし，これについても，前項と同じことがいえる。組織のコ yテ

ィンジェンシー・セオり が明らかにしようとしたのは，組織の改変が必要と

なる場合に，どのような組織が標的となるかを示しうる理論的枠組を提示する

ことであった。例えば， J. K カりレプレイス(J.K. Galb四 ith) は，このような

組織設計論をその著書の目的とし，組織変革のプ白セスにかかわる組織開発論

は他に譲っているのである46L

(e)， (1)で取りあげた問題点は， コンテインクェ yシー・セオリーへのt比判と

しては不当なものであった。しかし，この問題は極めて重要であり，組織のコ

yティンジヱ γγ ・七万リーは，これらに関する理論との関係において，適

切な位置をしめ，補完しあう中寸貢献をなしうるのであるυ そこで， この点仁

ついて，簡単にでもみておくことが必要である。

企業が環境を選択することは， J. D; トYプソ Y も述べているし， 1 ァγ ソ

フ(1.Ansoめが製品・市場領域の選択という形で展開したところであるm。ま

た，企業が環境をある程度操作しうることは，企業が不確実性回避行動をする

ことからもわかる4830 カンドワラは，この点について垂直的統合等をあげてこ

44) C. Perrow， op. cit.， p. 150，訳書.160ベージ。
45) C. Argyris， op. cit.， .pp. 34， 44-45;占部都美，前掲書， 2国ベータロ
46) J. Galbraith， Designing C.加包p[exOrganizat酎 15，1973， pp. 1-2 
47) 1. Ansoff， Corprate畠 rategy，1965 
48) . R. M. Cyert and J. G. March， A Behavioral Theory of the Firm. 1963 
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の側面士明らかにしている4九環境が選択されると，その中で社会的要因もふ

まえて技術が選択される。そして，技術がきまると，組織が定の範圏の代替

案の中から選択されるが，組織のコ γティ yジヱ γシ ・セオリ は，ここで

いかなる組織が選択されるべきかを示しうる理論的枠組を用意しようとしたり

である 3 組織がきまると，モ スの示したようにメ yパーによりそれが認知

きれて， 彼らの意志決定をあるパタ -yへと方向づける〔もちろん，との方向づ

けどおちになるとは限らないであろう〉。 そして， 部分，あるいは全体としてのパ

フォーマ Y スがでる。

とζ ろで，この組織のパ フォーマンスが組織の目標水準を達成しえなかっ

た場合などには，環境〔アンソフでは戦略)，技術，組織，業務〔ザイアート&マ

ーチによる〕等の少なくともいずれかのレベルでの解決策のサーチが開始され

るであろう聞が， 組織のコ Y ティンジェンシー・セオリーはこのうち組J織の

改変が問題となったとき^')に，その標的となる適切な組織を示そうとしたので

ある。そして，そこへいたるプロセス自体は，組織開発論で扱われるものとし

てs 当面，分析しなかったのである。

ζのように，コンティンジ ~y シー・セオリーは他の研究と補完関係にたつ

のである。ただし，環境選択等の他の部面につい亡も，実践的要請に具体的に

応じうるようにしようとするとき，例えば，ア γ ソフの 般的体系を何らかの

変数によヮて具体化し， コγ ティンジヱ Y トなものとして展開する乙とも可能

である。その 1つの試みとしては，形は具なるがマカスキー (M.B. McCa品目y)

によって，計画のコ Y ティ Y ジヱ y、ンー・セオリーとして展開されているもの

古2ある包)。

49) P. N. Kandwal1a，“ Viable and E妊配tiveurg皿 iza1IonalD団 ignsof Firms，" Aca占 my

of A品 nagementJournal， Vol. 16， No. 3， 1973 
50) Cf. K. E， Knight. A Descriptive Model of the Int四 FirmInnovation Pr官時5."J(目的目Z

of Business， Vo1. 40， No. 4. Oct. 1967. 
51) このようなフロセスについては次を審問。 JChild，“Organizational Structure. Environ 

ment and Performance，" Sociology， VoL 6. 1972 

52) M. B. McCaskey. .. A Contingency Approach to Planning，" A日 企myof Management 

Jσurnal， Vol. 17， No. 2， June 1974 
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IVむすび

本稿においては，組織のコ Yティ Y ジ主 γνー・セオリーは，1960年代前後

に，環境の激変に対応して組織の頻繁な改変が必要正なり，そのための実践的

アプローチが要請されたことにこたえて，次第に確立してきた乙とをみた。そ

の基本的主張は，状況により適切な組織は異なるということであるが，これは，

むしろ経営者にあるいは 1つの説の追随者にむけられたもので，この考え方自

体には理論上のとくに大きな意義はないと考えられる。

しかし，上の基本的主張の具体的展開においては，組織のコンティンジェ Y

Vー セオり は，状況を規定する要因として主に環境の不確実性と技術の複

雑さ，ないしはノレーティン性を選び，それゆえ，オープン・システム論にたっ

て議論を展開し， ζれらの変数を一貫して状況規定要因として用いることによ

り，各タイプの状況とそこでの適切な組織との関係を統一的に示すことができ，

同時に，伝統的組織論と行動科学による組織論の両理論を下位理論として含む

統一的な理論的枠組を提示しえた。しかも，これらは実態調査をふまえて行な

われえらこれらは，この理論のんきな貢献である。

しかし，それは，①組織による環境選択，①組紘変革のプロセスを扱ってい

ないとして批判された。しかし，乙の批判は，不当であることをみた3 なぜな

らば， この理論の目的は，ある環境，技術の下では，いかなる組織が適切かを

示しうる理論的枠組を捷i示することにあったからである U そして，この理論ほ，

ζ の①，②の問題合扱う理論と補完関係にあるこ Fを簡単ながらみておいた。

しかし，この理論は，その主目的とした組織設計tいう観点からみても，な

お①環境の把え方の不十分さ，②組織内の利害集団の考慮の不十分き，①実証

研究の方法自体の限界，④技術尺度のもつ困難，等々の問題点を残しているこ

とをみてきた。コ Y ティ γジェ γシ ・セオリーは，これらの点を改普dする必

要があるが，そのような試みも少しづつなされている。しかし， とくに重要と

考えられるのは，この理論は，その形成期の主たる関心から，不確実性ないし
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変動性主主要な変数としているが，思近においては，労働組合や労働者からの

参加要求，消費者運動等々が大吉な問題となり，よれに対応する ζ とが必要と

なっている。これらは，不確実性概念では必ずしも十分に処理しえないのであ

り，新たな変数による再構成も必要とな勺ているように思われる。


